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＜2006年＞ 

人口 6,020万人 財政会計年度 ４月～３月

（日本の約１/２）
通貨制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 41,969ドル 通貨  ポンド

産業構造(ＧＤＰ構成比) 　１次産業  0.9％
１米ドル＝0.51ポンド

２次産業  24.3％ 面積 24.3万k㎡ (日本の約２/３倍)

３次産業  74.7％

　

 経済成長率
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<英国経済のこれまで>

 

＜2006年の経済＞ 

2006年の経済成長率は、2.8％と05年の1.9％から加速した。主要輸出先であるヨーロッパ

の景気回復が持続し、国内では金融業を中心に企業部門が好調であり、投資の伸びにけん引さ

れた成長が続いた。移民の流入や労働参加率の上昇を受け失業者数は年半ばにかけて上昇した

ものの雇用は増加しており、住宅価格の上昇による資産効果もあって消費が下支えされた。年

初にはインフレ目標の前年比２％前後で推移していた消費者物価（ＣＰＩ）上昇率は、電気、

ガス料金の値上げを含めた原油価格高騰の影響等により、年末には 3.0％にまで上昇した。好

景気が続く中でポンド相場は増価が続き、年初から名目実効為替レートで約５％上昇、ユーロ

に対しても緩やかに増価した。 

 

＜2007年の経済見通し＞ 

2007年の経済成長率は２％台後半となる見込みである（政府見通しは、2.75～3.25％、民間

機関 26 社の平均 2.6％（07 年４月時点）。民間機関の見通しについては、前回（2.4％（06 年



95～04年 2005年 2006年 2007年
　 政府 欧州委員会 ＩＭＦ

実質ＧＤＰ 前年比％ 2.9 1.9 2.8 2.75～3.25 2.8 2.8 実質ＧＤＰ

  個人消費 同上 3.5 1.4 2.0 2.25～2.75 2.4 2.8 平均

  固定投資 同上 4.7 3.0 6.5 6.5～7.0 5.5 7.0 2.6

鉱工業生産 同上 1.0 ▲ 1.9 0.1 ― ― ― 最大

消費者物価 同上 1.6 2.1 2.3 2.0 2.3 2.0 2.9

失業率 ％ 6.2 4.8 5.4 ― 5.0 5.3 最小

経常収支 億ポンド ▲ 292 ▲ 434 ▲ 370 ― ― 2.2

(ＧＤＰ比) ％ (▲ 2.4) (▲ 3.4) (▲ 2.8) (▲ 3.9) (▲ 3.1) （26社）

財政収支 億ポンド ▲ 374 ▲ 354 ▲ 340 ― ―

(ＧＤＰ比,年度) ％ (▲ 3.0) (▲ 2.7) (▲ 2.5) (▲ 2.6) (▲ 2.4)

政府債務残高 億ポンド 5,271 5,718 6,110 ― ―

(ＧＤＰ比,年度末) ％ ( 42.2) ( 43.5) ( 44.3) ( 44.0) ( 43.6)

(備考) 1．英国統計局より作成。政府見通しは“Budget 2007”(2007年３月)による。欧州委員会は“Economic Forecasts”
        （2007年４月）、ＩＭＦは“World Economic Outlook”(2007年４月)による。
　　 　2．財政収支と政府債務残高は、2006年までは暦年ベース、2007年の政府見通しは年度ベース、ＩＭＦ、欧州委員会

　　　　　見通しは暦年ベース。

　　 　3．失業率はＩＬＯ基準。

英国の主要経済指標

民間機関

10 月時点））に比べて上方修正されている。なお、欧州委員会の春季経済見通し（07年４月）

では、07年の経済成長率は2.8％と予測されている。 

07 年は主に消費や投資等内需にけん引された成長が続くと見込まれている。企業の設備投資

意欲はサービス業を中心に力強く、雇用・所得環境の改善、また、これまでの資産価格の上昇

もあって、消費が下支えされるとみられる。これまで物価を押し上げてきた主因である電力・

ガス料金の値下げ等から、ＣＰＩは徐々に伸びが鈍化していくとみられる。なお、３月のＣＰ

Ｉが前年同月比 3.1％の上昇となったこと（ＣＰＩがインフレ目標の２％より上下１％を超え

て乖離した場合、イングランド銀行（ＢＯＥ）総裁は財務大臣あてにインフレの背景や今後の

対応等を記した公開書簡を送ることになっている。）によりＢＯＥ総裁は財務大臣あてに公開書

簡を提出したが、その中でも年後半にかけて物価は低下していくという従来の見通しは維持さ

れた。 

下方リスクとしては、昨年半ばからの利上げの累積的効果が住宅市場を中心に顕在化するこ

とや、原油価格の再騰、アメリカやユーロ圏の成長が予想以上に鈍化した場合に、輸出や生産

に影響が及ぶ可能性等が考えられる。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

2007年度予算案 (07年３月)によると、英国の財政赤字ＧＤＰ比はさらに縮小し、07年度はＧ

ＤＰ比2.5％、08年度は同2.1％となる見込みであり、今後も財政運営上の規律は維持されると

している。競争力強化のためヨーロッパ各国で法人税が引き下げられる中、英国でも法人税減

税やＲ＆Ｄ税額控除の拡充が発表されている。その他、所得税減税、児童税額控除の控除額の

引上げ、勤労税額控除の所得制限の引上げ等も盛り込まれている（いずれも実施は08年度）。な

お、欧州委員会は、英国の財政収支の改善を受けて06年10月に過剰財政赤字是正手続を停止し

たが、その後も長期的な財政の持続性の観点からさらなる歳出削減の必要性を指摘している。 

金融政策について、ＢＯＥは、06年８月に先々の物価上昇圧力に対して予防的に利上げを実

施したのに続き、11月、07年１月と機動的に政策金利（バンクレート）をそれぞれ0.25％ポイ

ント引き上げてきた。さらに、ＣＰＩ上昇率が3.0％を上回ったこと等を背景に、５月には主要

国で最も高い5.50％という金利水準にまで引き上げている。 
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